
行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

30

０ ８

2515

　　　　＜合併存続法人又は合併により新設される法人に関する事項＞

3 5 10

号第許可（
般

－ ）
知事 特

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

日

０ ４

円０ ５

3 5 7

令和 年 月

3 5 10 15 20

０ ３

25

資 本 金 額 等 １ ６

13 15 204 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号

電 話 番 号

（千円）

－郵 便 番 号 １ ５

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

10 15 20

合 併 後 の 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

１ ４

3 5

１ ３ 市区町村名

代 表 者
１ ２

の 氏 名

3 5 10

代 表 者 の 氏 名 の
フ リ ガ ナ

１ １

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称 の
フ リ ガ ナ

０ ９

０ ７
合併後に営業しよ
う と す る 建 設 業

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通鋼 筋 舗しゆ板 ガと 石 屋 電 管 タ

都道府県名

3 5

商 号 又 は 名 称 １ ０

土 建 大 左

号

令和

年

認 可 申 請 年 月 日

11 13

０

10

73

２

般
－

5

日月

特

令和　　　　年　　　　月　　　　日

日
国土交通大臣

知事

０

（用紙Ａ４）

合　併　認　可　申　請　書

この申請書により、合併の認可を申請します。

１11０

（第１面)

様式第二十二号の七（第十三条の二関係）

北海道開発局長

許可（

殿

）０許 可 番 号 月

大臣

3

コード

第

合 併 年 月 日

令和

15

年

合 併 の 価 格

申請者

知事
項 番

１

5

沖縄県知事

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

認可申請時におい
て合併存続法人が
許可を受けている
建 設 業

合併後の主たる営
業所の所在地市町
村 コ ー ド

地方整備局長

合 併
の 理 由

１.一般

２.特定

１.一般

２.特定

特段の記載がない場合、様式第二十二号の五を参照

合併の当事者法人全てが連署

太枠内は記載しない

吸収合併：合併契約で定めた効力発生日
新設合併：合併契約で定めた新設合併設立会社の設立日

承継後も引き続き使用する許可番号記入

新設合併の場合は、記入不要

全部事項証明書のとおりに記入

※新設合併の場合は、合併契約書で定めたとおりに記入

日付を記入

押印不要（R3.1.1から）



１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

日
知事 特

（用紙Ａ４）

（第２面）

年 月号 令和）第
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９

（ ）

大臣
コード

知事
3

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８

（千円）

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号

電 話 番 号－郵 便 番 号 ２ ６

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

20

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ５

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４ 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３

の 氏 名

代 表 者 の 氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ２

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称 ２ １

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０

3 5 10 15 20

消 清

１ ９

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ
　　　＜合併消滅法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電

ファックス番号

（ ）

所属等 氏名 電話番号

日

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７

第許可（
般
特

－ ）

13 15

許 可 番 号 １ ８ 月
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3

知事

5

号 令和

11

年

10

認可申請時に合併
消滅法人が許可を
受けている建設業

１.一般

２.特定

合併消滅法人が複数ある場合は、第２面は「１７」「１８」を除き、合併消滅法人毎に全て作成

する

※合併消滅法人が建設業許可を受けていない法人の場合は作成不要

※当様式第１面及び様式第二十二号の五の記入例等を参照


